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4 2021（令和3年）

国　税／�3月分源泉所得税の納付� 4月12日
国　税／�2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 4月30日
国　税／�8月決算法人の中間申告� 4月30日
国　税／�5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合）� 4月30日
地方税／�給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

� 4月15日
地方税／�固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

� 市町村の条例で定める日（原則4月中）
地方税／�土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

� 4月1日〜4月20日
�または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／�軽自動車税の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）

労　務／�労働者死傷病報告（休業4日未満：1月〜3月分）
� 4月30日

　商品の値札やチラシ等において、消費税相
当額を含む支払総額を一目で分かるようにす
る「総額表示」が4月から必要となりました。
ただし、適切に表示された税込価格と合わせ
て税抜価格を併記することは認められます。
なお、事業者間取引の価格表記や見積書等は
原則、総額表示の対象外とされています。

ワンポイント 消費税の総額表示が必要に

4 月 の 税 務 と 労 務4月 （卯月）APRIL

29日・昭和の日

日 月 火 水 木 金 土

さくら

	・	
	 4	

11	

18	

25	

	・	
	 5	

12	

19	

26	

	・	
	 6	

13	

20	

27	

	・	
	 7	

14	

21	

28	

	1	

	8	

15	

22	

29	

	2	

	9	

16	

23	

30	

	3	

10	

17	

24	

	・



4 月号─2

　

会
社
が
役
員
や
従
業
員
に
支
給
す

る
金
品
は
原
則
と
し
て
給
与
課
税
さ

れ
ま
す
が
、
例
外
と
し
て
、
非
課
税

と
さ
れ
る
も
の
が
あ
り
ま
す
の
で
、

以
下
、
整
理
し
て
み
ま
す
。

1　
通
勤
手
当

　

役
員
や
従
業
員
に
通
常
の
給
与
に

加
算
し
て
支
給
す
る
通
勤
手
当
や
通

勤
定
期
券
な
ど
は
、
一
定
の
限
度
額

ま
で
非
課
税
と
さ
れ
（
下
表
参
照
）、

超
え
る
部
分
は
給
与
と
し
て
課
税
さ

れ
ま
す
。

　

非
課
税
と
な
る
限
度
額
は
、
通
勤

の
た
め
の
運
賃
・
時
間
・
距
離
等
の

事
情
に
照
ら
し
て
、
最
も
経
済
的
か

つ
合
理
的
な
経
路
及
び
方
法
で
通
勤

し
た
場
合
の
通
勤
定
期
券
な
ど
の
金

額
で
す
。

２　
旅
費

　

勤
務
す
る
場
所
を
離
れ
て
職
務
を

行
う
た
め
の
旅
行
等
で
、
そ
の
旅
行

に
必
要
な
運
賃
、
宿
泊
料
、
移
転
料

等
の
支
出
に
充
て
る
た
め
に
支
給
す

る
金
品
の
う
ち
、
そ
の
旅
行
に
つ
い

て
通
常
必
要
と
認
め
ら
れ
る
も
の
に

つ
い
て
は
、
非
課
税
と
さ
れ
て
い
ま

す
。

　

具
体
的
に
は
、①
そ
の
支
給
額
が
、

そ
の
支
給
を
す
る
使
用
者
等
の
役
員

及
び
使
用
人
の
全
て
を
通
じ
て
適
正

な
バ
ラ
ン
ス
が
保
た
れ
て
い
る
基
準

に
よ
っ
て
計
算
さ
れ
た
も
の
で
あ
る

か
ど
う
か
、
②
そ
の
支
給
額
が
、
そ

の
支
給
を
す
る
使
用
者
等
と
同
業

種
、
同
規
模
の
他
の
使
用
者
等
が
一

般
的
に
支
給
し
て
い
る
金
額
に
照
ら

し
て
相
当
と
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ

る
か
ど
う
か
で
判
断
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。

３　
宿
直
・
日
直
料

　

正
規
の
勤
務
時
間
外
に
お
い
て
宿

直
や
日
直
に
つ
い
て
支
給
す
る
金
額

に
つ
い
て
は
、
給
与
等
と
し
て
課
税

さ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
次
に
該
当
す
る
な
ど
の

宿
直
料
又
は
日
直
料
を
除
き
、
そ
の

支
給
の
基
因
と
な
っ
た
勤
務
一
回
に

つ
き
支
給
さ
れ
る
金
額
（
宿
直
等
の

勤
務
を
す
る
こ
と
に
よ
り
支
給
さ
れ

る
食
事
の
価
額
を
除
き
ま
す
。）
の

う
ち
四
、〇
〇
〇
円
（
宿
直
等
の
勤

務
を
す
る
こ
と
に
よ
り
支
給
す
る
食

事
が
あ
る
場
合
に
は
、
四
、〇
〇

〇
円
か
ら
そ
の
食
事
の
価
額
を
控
除

し
た
残
額
）
ま
で
の
部
分
は
課
税
さ

れ
ま
せ
ん
。

・
宿
直
又
は
日
直
の
た
め
に
雇
用
さ

れ
た
者
へ
の
支
給

・
宿
直
又
は
日
直
の
勤
務
を
そ
の
者

の
通
常
の
勤
務
時
間
内
の
勤
務
と

し
て
行
っ
た
者
に
支
給
さ
れ
る
宿

直
料
又
は
日
直
料

・
通
常
の
給
与
等
の
額
に
比
例
し
た

金
額
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
宿
直
料

又
は
日
直
料

４　

在
宅
勤
務
手
当

　

在
宅
勤
務
に
通
常
必
要
な
費
用
に

つ
い
て
、
そ
の
費
用
の
実
費
相
当
額

非
課
税
と
さ

れ
る
給
与

（表）通勤手当の非課税限度額
区　分 課税されない金額

①	交通機関又は有料道路を利用し
ている場合に支給する通勤手当

1カ月当たりの合理的
な運賃等の額（最高限
度額 150,000 円）

②	自転車・自
動車等の交
通用具を使
用している
場合に支給
する通勤手
当（通勤距
離（片道））

	 2㎞未満 （全額課税）

2㎞以上 10㎞未満 4,200 円

10㎞以上15㎞未満 7,100 円

15㎞以上25㎞未満 12,900 円

25㎞以上35㎞未満 18,700 円

35㎞以上45㎞未満 24,400 円

45㎞以上55㎞未満 28,000 円

55㎞以上 31,600 円

③	交通機関を利用している人に支
給する通勤用定期乗車券

1カ月当たりの合理的
な運賃等の額（最高限
度額 150,000 円）

④	交通機関又は有料道路を利用す
るほか、交通用具も使用してい
る人に支給する通勤手当や通勤
用定期乗車券

1カ月当たりの合理的
な運賃等の額と②の金
額との合計額（最高限
度額 150,000 円）



3─4月号

を
精
算
す
る
方
法
で
、
従
業
員
に
対

し
て
支
給
す
る
一
定
の
金
銭
に
つ
い

て
は
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
企
業
が
従
業
員
に
在
宅
勤

務
手
当
（
従
業
員
が
在
宅
勤
務
に
通

常
必
要
な
費
用
と
し
て
使
用
し
な
か

っ
た
場
合
で
も
、
そ
の
金
銭
を
企
業

に
返
還
す
る
必
要
が
な
い
も
の
（
例

え
ば
、
会
社
が
従
業
員
に
毎
月
五
、

〇
〇
〇
円
を
渡
切
り
で
支
給
す
る
も

の
））
を
支
給
し
た
場
合
は
、
給
与

と
し
て
課
税
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

５　
祝
金
等

　

結
婚
、
出
産
等
の
祝
金
品
は
、
そ

の
金
額
が
支
給
を
受
け
る
役
員
又
は

従
業
員
の
地
位
な
ど
に
照
ら
し
て
、

社
会
通
念
上
相
当
と
認
め
ら
れ
る
も

の
で
あ
れ
ば
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。

６　
見
舞
金

　

葬
祭
料
、
香
典
、
災
害
等
の
見
舞

金
は
、
金
額
が
支
給
を
受
け
る
役
員

又
は
従
業
員
の
地
位
な
ど
に
照
ら

し
、
社
会
通
念
上
相
当
と
認
め
ら
れ

る
も
の
で
あ
れ
ば
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
に
関
連
し
て
従
業
員
等
へ
支
給

す
る
見
舞
金
に
つ
い
て
も
、
前
記
と

同
様
の
取
扱
い
と
な
り
ま
す
が
、
こ

こ
で
の
社
会
通
念
上
相
当
と
は
、
①

そ
の
見
舞
金
の
支
給
額
が
、
使
用
人

等
ご
と
に
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
に
感
染
す
る
可
能
性
の
程
度
や

感
染
の
事
実
に
応
じ
た
金
額
と
な
っ

て
お
り
、
そ
の
こ
と
が
慶
弔
規
程
等

に
お
い
て
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
か

ど
う
か
、
②
そ
の
見
舞
金
の
支
給
額

が
、
慶
弔
規
程
等
や
過
去
の
取
扱
い

に
照
ら
し
て
相
当
と
認
め
ら
れ
る
も

の
で
あ
る
か
ど
う
か
を
勘
案
し
て
判

断
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

７　
死
亡
退
職
者
の
給
与
等

　

死
亡
し
た
者
に
係
る
給
与
や
退
職

金
で
、
そ
の
死
亡
後
に
支
給
期
の
到

来
す
る
も
の
の
う
ち
、
相
続
税
法
の

規
定
に
よ
り
相
続
税
の
課
税
価
格
計

算
の
基
礎
に
算
入
さ
れ
る
も
の
に
つ

い
て
は
、
所
得
税
は
課
税
さ
れ
ま
せ

ん
。

８　
技
術
や
知
識
の
習
得
費
用

　

技
術
や
知
識
の
習
得
費
用
は
、
次

の
い
ず
れ
か
の
要
件
を
満
た
し
て
お

り
、
そ
の
費
用
が
適
正
な
金
額
で
あ

れ
ば
、
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。

⑴　

会
社
な
ど
の
仕
事
に
直
接
必
要

な
技
術
や
知
識
を
役
員
や
従
業
員

に
習
得
さ
せ
る
た
め
の
費
用
で
あ

る
こ
と

⑵　

会
社
な
ど
の
仕
事
に
直
接
必
要

な
免
許
や
資
格
を
役
員
や
従
業
員

に
取
得
さ
せ
る
た
め
の
研
修
会
や

講
習
会
な
ど
の
出
席
費
用
で
あ
る

こ
と

⑶　

会
社
な
ど
の
仕
事
に
直
接
必
要

な
分
野
の
講
義
を
役
員
や
従
業
員

に
大
学
な
ど
で
受
け
さ
せ
る
た
め

の
費
用
で
あ
る
こ
と

９　
海
外
渡
航
費

　

役
員
又
は
従
業
員
に
対
し
て
海
外

渡
航
の
た
め
に
支
給
す
る
旅
費
等

は
、非
課
税
と
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、

そ
の
海
外
渡
航
中
に
観
光
が
含
ま
れ

る
場
合
に
は
、
観
光
に
係
る
費
用
の

部
分
を
按
分
し
て
非
課
税
対
象
か
ら

外
す
こ
と
に
な
り
ま
す
。

10　
社
宅
や
寮
費

　

従
業
員
に
社
宅
や
寮
な
ど
を
貸
与

す
る
場
合
に
は
、
一
カ
月
当
た
り
一

定
額
の
家
賃
（
賃
貸
料
相
当
額
）
以

上
を
受
け
取
っ
て
い
れ
ば
、
課
税
さ

れ
ま
せ
ん
。

　

賃
貸
料
相
当
額
と
は
、
次
の
⑴
〜

⑶
の
合
計
額
を
い
い
ま
す
。

⑴　
（
そ
の
年
度
の
建
物
の
固
定
資

産
税
の
課
税
標
準
額
）×
〇
・
二
％

⑵　

一
二
円
×
（
そ
の
建
物
の
総
床

面
積
（
平
方
メ
ー
ト
ル
）
／
三
・
三

（
平
方
メ
ー
ト
ル
））

⑶　
（
そ
の
年
度
の
敷
地
の
固
定
資

産
税
の
課
税
標
準
額
）
×
〇
・

二
二
％

　

し
た
が
っ
て
、
従
業
員
に
無
償
で

貸
与
し
た
場
合
に
は
、
前
記
賃
貸
料

相
当
額
が
給
与
と
し
て
課
税
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
従
業
員
か
ら
賃
貸
料
相
当

額
よ
り
低
い
家
賃
を
受
け
取
っ
て
い

る
場
合
は
、
受
け
取
っ
て
い
る
家
賃

と
賃
貸
料
相
当
額
と
の
差
額
が
給
与

と
し
て
課
税
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、

受
け
取
っ
て
い
る
家
賃
が
賃
貸
料
相

当
額
の
五
〇
％
以
上
で
あ
れ
ば
、
受

け
取
っ
て
い
る
家
賃
と
賃
貸
料
相
当

額
と
の
差
額
は
、課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。



4 月号─4

　経済取引が国際化している中で、名称や
所在地の英語表記が使用される機会が多く
なっていることから、13桁の認識番号で
ある法人番号の活用場面が広がるよう、公
表を希望する法人からの申し込みに基づき、
国税庁法人番号公表サイトの英語版Web
ページにおいて、商号又は名称及び本店又
は主たる事務所の所在地の英語表記の公表
が行われています。
　英語表記の公表には、①英語で世界に情
報発信できる、②海外の取引先から法人番
号の照会を受けた場合に速やかに対応でき
る、③税関に対し容易に法人番号を示すこ
とができるなどのメリットがあります。
　また、国税庁は発番機関として国連及び
国際標準化機構（ISO）に登録し、「発番機
関コード」を取得しており、法人番号と組
み合わせることにより、電子商取引等にお
いて、国内のみならず国際的にも、法人番
号を共通の企業コードとして利用できます。

英語版法人番号公表サイト　

マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
は
、
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
を
取
得
し
、
I
D
を
設

定
し
た
個
人
が
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決

済
サ
ー
ビ
ス
に
お
い
て
チ
ャ
ー
ジ
な

ど
を
行
っ
た
際
に
付
与
さ
れ
る
も
の

で
す（
上
限
五
千
円
分
）。

　

個
人
が
、
商
品
を
購
入
す
る
際
に

決
済
代
金
に
応
じ
て
付
与
さ
れ
る
ポ

イ
ン
ト
で
、「
通
常
の
商
取
引
に
お

け
る
値
引
き
」
と
同
様
の
行
為
が
行

わ
れ
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
場
合
に

は
、
所
得
税
の
課
税
対
象
と
は
な
り

ま
せ
ん
が
、
マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
は
、

こ
の
「
通
常
の
商
取
引
に
お
け
る
値

引
き
」
と
は
認
め
ら
れ
ず
、
そ
の
経

済
的
利
益
は
一
時
所
得
と
し
て
所
得

税
の
課
税
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

一
時
所
得
で
は
、
特
別
控
除
額

五
〇
万
円
を
控
除
し
ま
す
が
、
そ
の

年
に
マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
以
外
の
一
時

所
得
が
あ
る
場
合
に
は
、
確
定
申
告

が
必
要
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
の
課
税
関
係

　法人が建物を賃借するために支払った権
利金、立退料などの費用で支出の効果がそ
の支出の日以後1年以上に及ぶものは、繰
延資産となります。
　ただし、建物の賃借に際して不動産業者
などに支払った仲介手数料については、そ
の支払った日の属する事業年度の損金の額
に算入することができます。
　繰延資産となる権利金等の償却期間（1
年未満端数切捨）は次のとおりです。
⑴　建物の新築に際して支払った権利金等
で、その金額が建物の賃借部分の建設費
の大部分に相当し、かつ、その建物が存
続する期間中は賃借できる状況にあると
認められる場合…その建物の耐用年数の
10分の7に相当する年数

⑵　建物の賃借に際して支払った⑴以外の
権利金等で、契約や慣習などによって明

渡しに際して借家権として転売できるこ
とになっている場合…その建物の賃借後
の見積残存耐用年数の10分の7に相当
する年数
⑶　⑴及び⑵以外の権利金等の場合…5年
　　ただし、契約による賃借期間が5年未
満の場合で、契約の更新に際して再び権
利金等の支払を要することが明らかであ
るときは、その賃借期間となります。
　償却限度額は、繰延資産の額を償却期間
の月数で割ったものに、その事業年度の月
数を掛けて計算した金額となりますが、事
業年度の中途での支出の場合は、「その事
業年度の月数」は「支出の日から事業年度
末までの月数」となります。この場合、月
数は暦に従って計算し、1カ月に満たない
端数はこれを1カ月とします。
　なお、繰延資産の償却費を損金算入する
場合には、確定申告書に繰延資産の償却額
の計算に関する明細書を添付する必要があ
ります。

法人が建物を賃借するため
の権利金等


